





































その背景は，急速な勢いで進むわが国の高齢化（平成 23 年 23.3％）と，認知症高齢者の増




殺人，施設職員の劣悪な介護サービスなどが社会問題化し，2005 年 11 月には高齢者虐待防































































第 3 章 イギリスにおける高齢者保護と援助方法からの示唆 
この章では，海外に目を転じ，支援を必要とする本人の意思を尊重しつつ，ケアマネジメント
に基づくサービス提供の仕組みを構築してきたイギリスにわが国の法制度への示唆を求めた． 


































































       －イギリス法制度からの示唆－ 
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23 年）のわが国の高齢化率は 23.3％１）で，4 人に 1 人が 65 歳以上の高齢者となってきた．この
急速な勢いで進む高齢化に対して，2000年に介護保険制度が導入され，社会で高齢者を支え
る仕組みとサービスが開始され，今日，「介護の社会化」「高齢者の自立支援」を進める施策とし






労働省は 2012 年の認知症高齢者が推計で 305 万人に上り，65 歳以上人口の約 10％を占め，




配偶者暴力防止法と記す）に次いで，2005 年（平成 17 年）11 月 1 日に成立し，翌 2006 年（平








































































において先駆的な 4 か所（2012 年横須賀市人口約 41 万人，東京都北区人口 33 万人，大阪
































1) 厚生労働省（2012）『厚生の指標増刊 国民衛生の動向 2012／2013』Vol.59 No.9，
43． 
2) 前掲 1），246． 
3) 厚生労働省（2012）「認知症高齢者数」（http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2012.8.25） 
4) 多々良紀夫（2006）『家庭内における高齢者虐待に関する調査-全国調査（機関調査）
の結果概要』高齢者虐待防止研究 Vol.1／No.1，46-59．  
5) 小林篤子（2004）『高齢者虐待 実態と防止策』中公新書 1756，219．  
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 まず，養護者による高齢者虐待について平成 18 年度から平成 22 年度までの全国の件数を
抜粋して示した．（表１） 






















平成 23 年度養護者による高齢者虐待について，虐待判断事例件数 16599 件に対しての種













































相談・通報件数 18390 19971 21692 23404 25315 25636




は 80 歳以上が 53.4％であった．要介護認定の状況は，認定済みが 69．2％であり，約 7 割が


























 権利擁護については，成年後見制度の「利用開始済み」が 403件，「手続き中」が 323件であ
り，これらを合わせた 726 件のうち市町村長申立は 349 件であった．また，日常生活自立支援
事業の利用は 268 件であった． 
 市町村で把握している平成 23 年度の虐待等による死亡事例は「養護者の虐待（介護等放棄
を除く）による被養護者の致死」9 件 9 人，「養護者による被養護者の殺人」7 件 7 人，「介護等
放棄（ネグレクト）による致死」4 件 4 人，「心中」1 件 1 人，合わせて 21 件 21 人であった． 
市町村における高齢者虐待防止対応のための体制整備状況については，平成 23年度に高
平成 23 年 平成 18 年 平成 19 年 平成 20 年 平成 21 年 平成 22 年 
身体的虐待 10705 8009 8461 9467 9919 10568
介護・世話の
放棄・放任
4119 3706 3717 4020 3984 4273
心理的虐待  6209 4509 5089 5651 5960 6501
性的虐待 106 78 96 116 96 94
経済的虐待  4147 3401 3426 3828 4072 4245











表３：養介護施設従事者等による高齢者虐待件数    
厚生労働省調査結果より抜粋して筆者が作成 
 
相談・通報件数   
事実確認実施   
事実確認未実施   


















被虐待高齢者は，女性が 66.2％を占め，年齢は 80歳代が 41.4％で，「要介護 4」が 28.3％，
「要介護 5」が 23.5％，「要介護 3」が 22.0％を占めている．虐待者は，40歳未満が 42.5％，職
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えは非常に少なく，単純に考えても１件も相談・通報のない市町村が多数存在すると考えねば
ならない．平成 23 年調査で，相談・通報があって事実確認をした事例は 606 件（通報の
88.2％），これらは訪問調査（介護保険法又は老人保健法に基づく立ち入り調査を含む）など
により事実確認が行われている．その結果，144 件に虐待の事実が認められ，事実が認められ
なかった 261 件，判断に至らなかった 201 件となっている．なお，事実確認を行わなかった 96
件について，その理由は「相談通報を受理した段階で，明らかに虐待ではなく，事実確認不要
と判断した事例が40件，後日予定，又は対応検討中事例が21件，都道府県に調査依頼 5件，










件数は約 1 万 8000 件（うち虐待認定約 1 万 2000 件），平成 23 年度は相談・通報約 2 万 5000

















2 月に実施された全国の特別養護老人ホームと老人保健施設，計 9082 施設の現場責任者と




くなどの心理的虐待 190 件や殴る・蹴るなどの身体的虐待 131 件，緊急やむを得ない場合の身
体拘束 108 件，介護・世話の放棄・放任 81 件があったことが，国による初の全国調査でわかっ
た．実に市町村が把握した虐待件数の 10 倍近くにのぼる．有効回答率が責任者・介護職員と
もに 2 割であることから，これは氷山の一角と考えられる． 
また，驚く内容としては，虐待を行った介護職員の 3 人に 2 人が高齢者虐待防止法の内容を
知らず，特に介護経験 3 年未満の職員では，2 割が法の存在さえも知らなかった．身体拘束で











































は「abuse」が使われ，「abuse は to misuse, to use improperly」と説明されている６）．一般 
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（Mistreatment）」９）を提唱した． 
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１節  高齢者虐待防止法の主要な意義 
高齢者虐待防止法が成立する年（2005 年）の 2 月，石川県でグループホームの男性介護職




















防・防止する仕組みの整備の 3 点である． 
以下においては，高齢者虐待防止法の主要な意義をとりあげる． 
（１）第１条 目的 虐待防止とともに介護者の負担の軽減を明記したこと 
法が成立したことで，「家庭内の問題」とされがちであった高齢者虐待が，虐待する側を含めた
支援と考えることが重要であるということが明文化された． 




（３）第 3・4 条 国及び地方公共団体・国民の責務を明確にしたこと 
（４）第 7 条・8 条・21 条他 義務としての通報  
高齢者虐待を早期に発見することは，高齢者を生命の危険から保護し，その後の対応のために







（５）第 11 条 市町村の立ち入り調査権限 
この条文では，虐待により高齢者の生命又は「身体に重大な危険が生じているおそれがある場
合」と判断されるときは，市町村の立入調査ができるとしている． 
























えない，子育てがうまくいかない」などという児童虐待の相談が増え，平成 5 年には 1611 件であ
ったが平成 11 年には 17725 件，平成 23 年には 59919 件と毎年増加している 3）．中でも平成
22 年には 45 例の死亡例の報告があり，その 4 割が 0 歳児であった． 
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表１：わが国の４つの虐待防止法の概要          ＊各法の条文より筆者が抜粋して作成 
 高齢者虐待防止法 児童虐待防止法 配偶者暴力防止法 障害者虐待防止法 
成立年月日 
施行年月日 
平成 17 年 11 月 9 日 
平成 18 年 4 月 1 日 
平成 12 年 5 月 24 日 
平成 12 年 11 月 20 日 
平成 13 年 4 月 13 日 
平成 13 年 10 月 13 日  
平成 23 年 6 月 24 日 
平成 24 年 10 月 1 日 
目的 高 齢 者 虐 待 の防 止 ，養




























国 及 び 地 方













































通 報 又 は 通
告 
生命又は身体に重大な
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児童虐待が社会問題化するにつれ，国は平成 12 年に児童虐待防止法を制定した．しかし，













平成 21 年の児童福祉法の改正では，生後 4 か月までの乳児のいる家庭すべてを訪問する
事業など市町村が行う子育て支援の強化や虐待を受けた児童を保護するための里親制度が拡













内閣府統計によれば７） ，配偶者暴力支援センターにおける平成 14年（2002年）の配偶者暴 
力相談件数は 35943 件，10 年後の平成 24 年（2012 年）は 89490 件となっている．一方，警察
における暴力相談等の対応件数は平成 14 年 14140 件，平成 24 年は 43950 件であった． 
さらに，被害者について警察庁調べによると 8） ，平成 24 年度の配偶者間（内縁を含む）にお
ける犯罪の被害者（検挙件数）は 4457 件（うち 93.1％が女性被害者）で，犯行の動機・目的に
かかわらず，配偶者間で行われた殺人は 153 件，傷害 2060 件，暴行 2121 件である．この中に
は，すべてが配偶者からの暴力を直接の原因とするものではなく，食卓殺人，保険金目的の殺







ターとしては平成 24 年度に 223 か所（うち市町村設置支援センターは 50 か所）ある． 
平成 23 年度の内閣府による全国 20 歳以上の男女 5000 人を対象に行った無作為抽出の 






















表２：配偶者暴力防止法改正のポイント 11）  ＊内閣府 HP より筆者が抜粋作成 
平成 16 年改正 
１． 保護命令の対象：配偶者（事実婚のパートナー）のみならず，子どもや元配偶者に拡大 
２． 配偶者からの暴力定義：「身体に対する暴力」に「精神的暴力」「性的暴力」を含む 
３． 接近禁止命令：加害者が子どもと配偶者または元配偶者に 6 か月間近づくことを禁止 
４． 退去命令：被害者が身辺整理,転居先の確保，新たな就職先を探し，自力で生活の見通しを
立てる期間を 2 週間から 2 か月間に延長 
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① 面会の要求  
② 行動の監視に関する事項を告げること  
③ 著しく粗野・乱暴な言動 
④ 無言電話，連続しての電話･ファクシミリ・電子メール 

















1980 年 WHO は国際障害分類試案 （ ICIDH ： International Classification of 
Impairments,Disabilities and Handicaps）を発表し，障害の階層性について，病気→機能
障害→能力障害→社会的不利と社会と関連づけた「社会モデル」の考え方を示した 12）．また，
翌年の 1981 年には国際連合が「完全参加と平等」をテーマに国際障害者年を定め，1982 年
には「障害者に関する世界行動計画の 10 か年」（世界行動計画）を発表した 13）． 
さらに，世界行動計画の継続として 1993 年「障害者の機会均等化に関する基準規則」が国
際連合総会で採択され，2006年 12月の障害者の権利条約へと結びついている．また，それに
先立つこと 5 年前の 2001 年には，国際障害分類 ICDH を改定した ICF（International 
Classification of Functioning, Disability and Health）国際生活機能分類が提唱された 14）．
ICFは，従来の医学モデルで疾病や変調，障害等を分類するものではなく，健康状態に関連し
て起こりうる事象をとらえようとするものである．すなわち，ICF は健康状態を心身の機能・構造
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侵害が社会問題化する中，平成 23年 6月 17日に障害者虐待防止法が成立した．この法律の





















童虐待防止法では 4 回，配偶者暴力防止法では 3 回の法改正が行われ，障害者虐待防止法
























































まず，ここで 2008 年 9 月に病院の「身体拘束」に名古屋高裁が違法と判決 17）を出した理由を
改めて確認したい． 




















袋の使用などが実施されている．介護保険施行直前の平成 12年 3月 17日付けの通知では「緊 
急やむをえず身体拘束等を行う場合には，その態様及び時間，その際の入所者（利用者，入 
院患者）の心身の状況，緊急やむをえなかった理由を（診療録）に記録しなければならない」とさ 



















 この事件は 2007 年 9 月，大阪府内の病院職員 4 人が 63 歳の糖尿病で全盲の男性患者を 
車まで連れ回し，大阪市西成区の公園に置き去りにしたものである．男性は駆け付けた救急隊 
員に保護され，別の病院に運ばれた．署が保護責任者遺棄容疑で関係者から事情を聞いたと 
ころ，男性は糖尿病でＡ病院に約 7 年前から入院し，全盲のため大阪市の生活保護や障害者 
年金を受け，毎月 2 万～3 万円の現金を内妻から受け取り入院生活を続けていた． 
しかし，入院費の支払いが約 2 年半前から滞り，院内で看護師や別の入院患者をトラブルに 
なることも多かった．職員 4 人は 2007 年 9 月 21 日午後 1 時すぎ，男性を車に乗せて内縁関係 
の女性が住む自宅を訪問したが，男性の引き取りを女性に拒否され，途方に暮れて車を走らせ 
ている途中，病院から約 10 キロ離れた公園にたどりつき午後 2 時 20 分ごろ，入院中の荷物等 
と一緒に男性を放置した．職員らは同 2 時半ごろ，「60 歳ぐらいの男性が公園で倒れている．目 
がみえないようだ」などと匿名で 119 番通報し，救急車が公園に到着するのを目立たぬよう確認 
した後，病院に戻ったという． 



















る「振り込め詐欺」（恐喝）被害が急増している．警視庁 20）によれば，平成 19 年度の全国のオレ
オレ詐欺件数は 17000 件，金融機関での注意喚起もあって大幅に減少したものの，平成 23 年









































































































































に人ありき（the person comes first）と認知症の人の立場に立った「その人らしさ」を尊重する












度本県の人口が約 181万人，高齢化率 25.6％，神奈川県が 904万人，高齢化率 20.2％にお
いて，相談・通報件数は少し増加しているものの，養介護施設従事者等による虐待について一
桁の虐待認定件数で推移していることは評価できるのではないだろうか． 
   
表３：神奈川県と熊本県の養介護施設従事者等による高齢者虐待数 35） 36） 




















































しかしながら，家庭内高齢者虐待への通報が平成 23 年で約 25000 件に比べて，施設内虐 
待の通報件数は同年全国で 687 件，うち虐待認定件数 144 件（約 21％）と養護者による虐待
に比べはるかに少ない．この現状から考えるに，わが国では施設内虐待において「通報」という
手段は馴染まないのではないだろうか？熊本県でも，施行後 2 年間虐待認定件数 0 件，23 年












さらに，2006 年 4 月内縁の夫から暴力を受けていた東京都内に住む 70 代の女性について， 































（３）13 条 面会制限 































制度が開始された当時の先駆的な取り組みとしては，東京葛飾区で平成 18 年 9 月 1 日深刻 
な虐待事例に対応するため，家族から虐待を受けている高齢者を一時的に保護する行政直営
のシェルターが開設された．「アパート形式でプライバシーや自主性を保ち，必要に応じて心理

























養護者による虐待にかかわり，同法第 9 条 2 項で，虐待の通報があった場合，市町村長は養護 
者による虐待の防止および高齢者の保護を図るため，適切に老人福祉法第 32 条の規定による 
審判の請求（市町村長による成年後見等の開始の申立）をするものと規定されている．また，同 
法第 24 条では，市町村が養護介護施設従事者等による虐待の通報を受けた時も，老人福祉 
法の規定による権限を適切に行使すると定めている．さらに，同法 27 条第 2 項では財産上の不 
当取引被害を受けたか，又は受ける恐れのある高齢者への老人福祉法第 32条による審判の請 
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            図３ 世田谷区の高齢者虐待介入の流れ ５） 
これらの図からわかるように，高齢者虐待防止法施行前にあっても先駆的な自治体では地道
な努力や取り組みの工夫を行っており，今日多くの自治体に大きな示唆を与えている． 
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２）先駆的自治体への面接調査 










(3)実施期間：平成 24 年 8 月 1 日～10 月 31 日 
(4)実施場所及び面接時間：各地方自治体，約 1 時間 
(5)主な面接調査項目 
   ①担当地域での高齢者虐待関連の相談や対応業務の実際 
－体制整備・支援ネットワークの構築への取り組みについて－ 
②通報後の緊急性の判断で，迷う場合，見守る場合の具体例 
   ③高齢者虐待の５つの類型にあてはまらない虐待の有無 
    ④現行の高齢者虐待防止法での相談・対応などの検討課題 
    ⑤高齢者虐待の防止について望むこと           
(6)倫理的配慮 





実施日は平成 24 年 8 月 30 日，横須賀市役所にて保健師 2 名と面接，約 2 時間横須賀市 
の取り組みを聞くことができた．以下はその結果をまとめて記載する． 
  横須賀市は，平成 22 年国勢調査人口約 418000 人，高齢化率 25.2％である．よこすか高 
齢者保健福祉計画によれば 6），平成 22 年度の高齢者虐待相談件数は 168 件，うち虐待ありと 
判断された件数は 74 件で，虐待の種類としては，身体的虐待が 52 件（70.2％），心理的虐待 














家族支援係内には保健師 6 名が活動しており，13 の委託型地域包括支援センターすべてを










平成 24 年 8 月 31 日，東京都北区役所にて保健師 2 名に面接を行った．東京都北区は， 
東京都の中で高齢化率が一番高く（平成 24 年 1 月 24.9％），4 人に 1 人が 65 歳以上の高齢
者である．北区の高齢者虐待対応は，北区の高齢者虐待防止対応マニュアル 8）にあるフロー
図（資料参照）に沿って実施されている． 





















































































































































































平成 24年 10月 30日，大阪府堺市役所内堺基幹型地域包括支援センターにて堺市健康福 
祉局長寿社会部高齢施策推進課職員 3 名，堺市社会福祉協議会堺基幹型地域包括支援セ 








  (5)５類型以外の高齢者虐待事例 
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３）先駆的自治体の取り組みからの示唆 
   (1)高齢者虐待防止法下での各自治体の課題の明確化 
   先駆的な自治体に共通していたことは，高齢者虐待防止法下で市町村に相談される事例 
や対応について経年的・組織的に分析し，自治体としての課題が明確に示されていることで 
ある． 















横須賀市では，介護保険法第 115 条の 45 の規定に基づき市町村が実施する事業として 
地域支援事業（①介護予防事業（必須事業），②包括的支援事業（必須），③その他の事業
（任意事業））において高齢者虐待防止事業は包括的支援等の事業に位置づけられ，平成




















































面接対象者：グループホーム看護師 1 名 
場所：グループホーム内 
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２）事例２－ 虐待者と被虐待者の関係性 
面接対象者：グループホーム管理者 1 名 
場所：グループホーム内 





















































































































































































面接対象者：Ｅさんの妻 80 歳 
場所：Ｅさんの自宅 
面接日時：11 月 15 日 １時間 （他，Ｅさんの手記の提供あり） 
方法：半構造化面接（プライバシーに配慮してテープレコーダーは使用しなかった．） 





ービスに通っていた 5～6 年前にインフルエンザ脳症になり，後遺症にて寝たきりとなった．80 歳
の妻への面接を通して「不快に思った」又は「心が痛んだ」家族の思いについて語ってもらった．
妻は認知症なく，毎日バスを利用して夫に面会に出かけている． 
  Ｅさんの妻が「不快に思った」又は「心が痛んだ」場面（面接調査からの抜粋） 
いつ頃 どこで         状況とその時の思い 



























































面接対象者：90 歳代女性Ｆさんの娘である 70 歳代のＧさん 


















Behavior Scale(以下，TBS)の設問項目 15）を用いた．TBS は，14 項目の問題行動の頻度を 5
段階で問うもので，各項目の得点は 0～4 点，総得点は 56 点満点である．高得点ほど問題行動
が多いことを示し信頼性と妥当性が証明され，研究に使用されている 16）．発症当時のＦさんの







（インタビュー及び娘さんからの介護メモの提供あり，それをもとに抜粋）               
いつ頃 どこで         状況とその時の思い 


























































Ｈ18 年 4 月 
Ｈ19 年 4 月 
Ｈ20 年 3 月 
Ｈ20 年 7 月 

























Ｈ22 年 6 月 






































































































































































平成 25 年 2 月にＦさんは手の親指をドアに挟み，複雑骨
折した．外に出ようとしたＦさんを止めるためにドアを無理
やり閉めたのではないかと思われるが，Ｆさんが勝手に手








 Ｆさんの事例では，発症当時の TBS 得点が高値であることからも，日常生活で絶えず見守りが



















































































































































いために」北区健康福祉部高齢福祉課，平成 20年 7月 
黒田研二（2009）「市町村高齢者虐待対応評価ガイドブック；高齢者虐待防止における評

















































権利擁護については，2009 年新井誠氏監訳・紺野包子氏翻訳「イギリス 2005 年意思能力法・
行動指針(Mental Capacity Act 2005)」3）で立法の目的や法の行動指針が紹介されている． 
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美枝氏は，「イギリス成年後見制度にみる自立支援の法理」５）の著書や「障害（者）法学の観点
からみた成年後見制度」6）と題する論文の中で，イギリスの“Mental Capacity Act 2005”の意
義と公的サービスとしての「意思決定支援」について論じている． 
しかしながら，筆者がそれでもなおイギリスに示唆を求めようとするのは，イングランド・ウェー
ルズの前に，すでにスコットランドでは 2000 年に無能力成人法が，2007 年には成人支援及び
保護法（Adult Support and Protection (Scotland)Act 2007）が成立していること，また，






平成 24 年日本高齢者虐待防止センターのニューズレターで田中は，「ヨーロッパの高齢者 1 日
あたり 1 万人が身体的虐待を受けている．・・・WHO のヨーロッパ支部は現在 53 カ国，人口 8.8


































特徴について明記し，４節ではスコットランドの成人支援及び保護法（Adult Support and 
Protection (Scotland)Act 2007）の概要と「harm」の捉え方をもとにした制度運用を記述す
る． 












（No secrets guidance）を定め，それに基づいて自治体の具体的対応を義務付けている． 
マイケル・マンデルスタム（Michael Mandelstam 2009：25）によれば，イギリスでは，予防・保
護（safeguarding），虐待（abuse），危害（harm），傷つきやすい(vulnerable)等の用語につい
て明確な定義や包括的な立法はない代わりに，社会調査委員会（The Commission for Social            
Care Inspection）は要綱（guidance）に傷つきやすい（又は弱い）成人を定義し，虐待の種々
の特徴を述べることによって，より細かな地方指針と手続き，虐待からの保護を可能にしていると




上述した 2007年スコットランド法は，「危険な状態にある成人」（adult at risk）を以下の人々






















      図１ 2007年のスコットランドの成人支援及び保護法での危害の捉え方 
では，虐待「abuse」と危害「harm」については，どのような関係にあるのだろうか？マイケル・マ
ンデルスタム（Michael Mandelstam）は，イングランドの虐待防止（No secrets guidance）とスコ
ットランド法を対比して次のように解説する．「そもそも，チェンバース辞典（ Chambers 















                    図 ２ abuse の意味  
 
 
                    図 ３  harm の意味  
 













18）と定義し，2003 年 11 月の厚生労働省高齢者虐待調査においては，虐待を「身体的虐待」
「心理的虐待」「性的虐待」「経済的虐待」「介護・世話の放棄・放任」の 5 つに区分し，具体的






































ことが可能であると述べる 23）．             









































































ーストマン（Eastman, M）が在宅での虐待問題の深刻さに気づき，『高齢者虐待（Old Age 
Abuse）』という本が出版された 27）．同年に施設登録法（Registered Homes Act）が制定され，
地方自治体への施設の登録と監査が義務付けられている． 
その他，1993 年には民間非営利全国組織 AEA(Action on Elder Abuse)が，高齢者虐待に
関心をもつ保健福祉分野の専門職，研究者，民間団体の代表を中心に組織され，高齢者虐待
へのアクションとして一般の人々の啓発や情報収集や発信がなされている． 
その後，2000 年代にはケア基準法（Care Standards Act）が制定され，社会的ケアの最低基
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された後，5 年間の調査を経て 1995 年に報告がまとめられ，2005 年に成立した．』30）と紹介され
ており，判断能力の不十分な高齢者が社会的排除を受けず，支援や保護が受けられる法的枠
組みを作り上げてきたことがわかる．しかしながら，この種の法律の成立はイングランド・ウェール
ズが初めてではなく，スコットランドではそれより 5 年早く，2000 年無能力法（スコットランド）（The 
Adults with Incapacity(Scotland)Act 2000）を成立させている． 
MCA2005 において，「能力喪失者」（People who lack capacity）とはどのような状態にある 
人々をさすのか，2005 年意思能力法行動指針 （Mental Capacity Act 2005  Code of 















６ 第 5 項は第 18 条第 3 項の状況下＊では適用されない． 
  














  広く医療関係者（医師，歯科医師，看護師，セラピスト，放射線技師等） 












２） 最善の利益（Best interests）の追求 
 特にイギリスの成年後見や高齢者・障害者支援において目指されているのは，本人の観点か 
らみた，本人を中心に据えた「最善の利益（Best interests）」の追及である．その背景には， 








 実際に，第 1 章第 1 条では「人は能力を欠くと確定されない限り，人は能力を有すると推定さ
れなければならない．」との原則が示されている．したがって，意思決定者が本人のためになす
行為は「最善の利益（Best interests）」であらねばならず，第 4 条「最善の利益（Best 
interests）」には，(4)「意思決定者は本人のためになされる行為又は本人に影響を及ぼす意
思決定に，合理的に実行可能な範囲で，できる限り本人に参加を許し，奨励し，本人の参加能














(ⅰ) Equal consideration and non-discrimination 
本人の年齢や外見，状態，ふるまいによって，判断を左右されてはならない． 
(ⅱ) Considering all the relevant circumstances 
    当該問題に関係すると合理的に考えられる事情については，すべて考慮した上で判断
しなければならない． 
(ⅲ)  Regaining capacity 
    本人が意思決定を回復する可能性を考慮しなければならない． 
(ⅳ)  Permitting and encouraging participation 
    本人が自らの意思決定に参加し主体的に関与できるような環境を，できる限り整えな 
ければならない．   
(ⅴ)  Special considerations for life-sustaining treatment 
    尊厳死の希望を明確に文書で記した者に対して医療処置を施してはならない．他方，
そのような文書がない場合，本人に死をもたらしたいとの動機に動かされて判断しては
ならない．安楽死や自殺幇助は，認められない． 
(ⅵ)  The person’s past and present wishes and feelings, beliefs and values 
      本人の過去および現在の意向，心情，信念や価値観を考慮しなければならない． 
（ⅶ） The views of other people 
       本人が相談者として指名した者，家族・友人などの身近な介護者，法廷後見人，任意
後見人等の見解を考慮に入れて，判断しなければならない． 
 加えて，このチェックリストは，判断能力の不十分な人々について本人を中心に位置づけ










３）意思決定支援制度－Independent mental capacity advocate service：IMCA 
2005 年意思決定能力法（Mental Capacity Act 2005）によって新たに創設されたのが，本 






















に関する 1990 年法（the NHS and community care act 1990）においてであり，ついで介護




Convention on Human Rights）と，その条約をもとに国内法制化した 1998 年人権法（The Human 
Rights Act：以下 HRA と略す）で，この法が被害を受けやすい弱者を保護する推進力となった．
2011 年 5 月には，イングランド政府は広い政策目標を発表した．「成人の社会的なケアについ






する法律（The Safeguarding Vulnerable Groups Act 2006：以下，SVGA 2006 法）は，被害
を受けやすい児童や成人（有給であろうと無給であろうと）のそばで働くことを禁止する「審査と







は，就業制限の範囲を縮小しながらも「就業制限(Barring individuals from working with 
vulnerable groups)，前歴チェック（Criminal record checks）」として議会の承認を得て 2012
年 1 月に法律化され，2012 年 9 月 10 日より第 1 段階の改革としてアウトラインが示されることと
なった．2012 年 12 月からは犯罪記録局（the Criminal Records Bureau：以下 CRB と略す）と
独立保護機関（the Independent Safeguarding Authority：以下 ISA と略す）によって記録
公開と就業制限機能が確立され，2013 年 5 月からは第 2 段階として警察による新しい選別シス
テム の 導 入 ，2013 年 6 月 17 日 から 新 しい 犯 罪 記 録 公 開 ・ 就 業 制 限 サ ービ ス（ the 
introduction of the new DBS Update Service）が導入され，それによって一度開示の申請





 ５）宣言的救済（Declaratory relief）と保護裁判所(Court of Protection)の役割 
イングランドには，保護裁判所（the Court of Protection）という特別の裁判所がある．保護
裁判所は，1947 年に設立されたもので菅富美枝氏はその設立の経緯について次のように説明
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れることとなった．また，「精神障害局」は，「財産管理部」と改称され，高等法院の下に置かれ，
その体制は基本的に 1947 年に保護裁判所が設立されるまで継続した．』40） この保護裁判所





















































４節 スコットランド成人支援及び保護法（Adult Support and Protection (Scotland)Act 
2007） 
 成人保護に関するスコットランドの法律枠組みは，成人能力法（The Adults with incapacity 
(Scotland)Act 2000) ， 精 神 保 健 法  (The Mental Health(Care and 


















































 スコットランド成人支援及び保護法 2007 は，1997 年に法律委員会によって出された被害を
受けやすい成人の法案に基づいている．その法案が精神障害や判断能力が低下しているよう
な被害を受けやすい成人について検討される間，スコットランドの法律委員会は，他の人が虐































１）前歴チェック（Criminal record checks）は必要であるか 
 筆者が前歴チェックについて検討していた矢先，わが国で以下のような事件報道があった． 
新聞記事によれば 50），2013 年 5 月 22 日 A 特別養護老人ホームで 2010 年 2 月に入所者の
女性を殴ったとして元介護福祉士 B が逮捕された．容疑者 B は 2010 年 2 月 13 日に A 特別養
護老人ホームに採用され，その翌々日の 15 日に入所中の女性 C（当時 78 歳）が呼吸停止状態
で発見され救急搬送後に死亡した．16 日にはまた別の女性 D（当時 78 歳）が異常呼吸状態で
発見され，救急搬送後に死亡，さらに 17 日には女性 E（当時 84 歳）の胸にあざがあるのを容疑
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者が発見している．その翌日の 18 日にはまた入所中の女性 F（当時 95 歳）の体調が急変し，救
急搬送後に死亡した．19 日に B は依願退職し，20 日施設長が一連の事案を市に通報し，市は
現地調査後警察に連絡したものの，傷害容疑で逮捕されたのは 2013 年 5 月 22 日であった．B
は A 特別養護老人ホームを退職した後も別の施設で勤務していた． 




























































  また，IMCA は，医療行為に対する同意・不同意や医療上の入院，施設入所に際して家族 
や友人に代わって本人の最善の利益（Best interests）を代弁する．また，わが国の成年後見 
制度にはない医療行為の選択も可能である．NHS や地方自治体は，本人の生命に関わるよう 
な緊急の場合を除いて IMCA から提出された報告書を十分に参考にしてサービス提供を行 
い，本人の最善の利益（Best interests）について意見が分かれる場合や時間をかけても解 
決できない事柄に関しては，保護裁判所の審判の申立てを行う権利も有している．                










する．平成 23 年度は全国 1585 保険者が設置している地域包括支援センターは 4224 ヶ所，う
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た．             
その結果，わが国においては 2005 年（平成 17 年）11 月 1 日に高齢者虐待防止法成立，














































































































い．０－ネットは「告発型ではなく，橋渡し役」の活動を基本に，2000 年 12 月から特別養護老人


















































































 〇熊本県内の高齢者への福祉サービス提供施設数（平成 25年 2月 1日現在）５） 
施設名   数 定員 
①特別養護老人ホーム    120 7713 
②介護老人保健施設     93   6559 
③介護療養型医療施設      93   2769 
④特定施設入居者生活介護事業所 介護専用型 
混合型  
     2 
34 
    90  
  1612 
⑤小規模多機能型居宅介護事業所     126   3057 
⑥認知症対応型共同生活介護事業所（グループホーム）     214   2733 
⑦地域密着型特定施設入居者生活介護事業所      12    254 
⑧地域密着型介護老人福祉施設入居者生活介護事業所      27    720 
⑨養護老人ホーム  0691   73      
⑩軽費老人ホーム  7221   03      
⑪経過的経費老人ホーム Ａ型 
Ｂ型  
      5 
      1 
   250 
    20 
⑫生活支援ハウス（高齢者生活福祉センター）      14    137 
⑬老人福祉センター   54      
⑭老人憩いの家   151     
⑮有料老人ホーム  8626 382     
⑯サービス付き高齢者向け住宅      56   1423 
⑰地域包括支援センター（介護予防支援事業所）      79     
⑱在宅介護支援センター   14      
特に高齢化，高齢者数の増加により，有料老人ホーム 283 の約 75％が平成 20 年以降に開
設されている．しかしながら，県内で福祉サービスの第三者評価事業を請け負っているのは 10
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事業所しかなく，また，福祉サービス事業所と契約を結び評価事業を行った後の料金は，利用
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センターの設立を提言する． 
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【欠格事由】 
第 3 条 
一 成年被後見人又は被保佐人 
二 禁錮以上の刑に処せられ，その執行を終わり，又は執行を受けることがなくなった日
から換算して 2 年を経過しない者 
三 この法律の規定その他社会福祉に関する法律の規定であって政令で定めるものに
より，罰金の刑に処せられ，その執行を終わり，又は執行を受けることがなくなった
日から起算して 2 年を経過しない者 





第 32 条 
一 第 3 条各号（第 4 号を除く）のいずれかに該当するに至った場合 
二 虚偽又は不正の事実に基づいて登録を受けた場合 



















 成年後見制度はドイツの世話法，イギリスの持続的代理権授与法を参考にして 2000 年の介




平成 24 年の件数は後見開始の審判申立件数 28472 件（前年 25905 件），保佐開始の審判申
立件数 4268 件（前年 3708 件），補助開始申立審判数 1264 件（前年 1144 件）及び任意後見
監督人選任の審判申立件数 685 件（前年 645 件）である． 
審理期間として終局事件合計 34220 件のうち，１ヶ月以内が 54.1％，1 ヶ月～2 ヶ月以内 
26.4％，2 ヶ月～3 ヶ月以内 10.3％，3 ヶ月～4 ヶ月以内 4.5％，4 ヶ月～5 ヶ月以内 2.0％，5
ヶ月～6 ヶ月以内 1.1％，6 ヶ月超え 1.7％の順で審理期間は短縮傾向にあるものの半分は 1
か月以上の審理期間が必要である．申立人については本人の子が最も多く全体の 36.1％を占
め，次いで本人の兄弟姉妹が約 14.0％となっている． 
市区町村長が申立てたものは，4543 件（全体の約 13.2％）で前年の 3680 件より増加して 
いる．申立ての動機としては預貯金等の管理・解約が 27620 件と最も多く，次いで介護保険契
約（施設入所等のため）11508 件，身上監護 8226 件，不動産の処分 6456 件，相続手続 6091
件の順になっている． 
鑑定を実施したものは全体の約 10.7％，鑑定費用は 5 万円以下のものが 68.9％，5 万円～ 

































































   
◎高齢者虐待対応フロー図 
                                            
予 防                                                
   雇用主 
前歴問い合わせ    





















              
 
 





  安否・安全確認 
○支援課題の検討 
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23 年度の児童虐待児童虐待件数は約 6 万件，平成 11 年の児童虐待防止法施行以来最多件
数で死亡数も 39 人となっている．近年の傾向としては血縁の親による虐待ではなく，非血縁者
による虐待が増加していることも特徴である． 































者虐待防止の手引き」保健福祉部高齢福祉課 平成 21 年 3 月,1-73. 
（http://www.pref.kanagawa.jp/uploaded/attachment/17093．pdf．2012.9.2) 
裁判所(2013)「司法統計」（http//www.courts.go.jp/search/jtsp0010 2013.7.18） 


































折しも，2013 年 12 月 11 日，イギリスのロンドンにおいてＧ８の閣僚級による初めての「認知症
サミット」が開催された．イギリス政府によれば，イギリス国内の認知症の人は約 80 万人，治療や
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に示唆を得て研究を進めていきたいと考えている． 
 最後に，思えば本稿への道のりは想像以上に険しく厳しいものであったと思い出される．認
知症の母を介護しながら仕事や勉学に走り回っていた筆者は，大学院の入学を目前にして病
に倒れ，それから間もなく十分な介護ができぬまま母を亡くしてしまった．病院で身体拘束をさ
れたまま息を引き取った母の手首には，火葬されるまで消えることのない包帯で縛られた跡があ
ざとして残っていた．母への申し訳なさとともに，あざを作らなければならなかった看護や介護へ
の疑問が，認知症ケアの在り方や高齢者虐待防止を考える本稿の原点ともなっている．心身の
体調回復をゆっくりと見守って下さり，時に叱咤激励しながらご指導いただいた河野正輝教授に
は心から深く感謝申し上げたい．この大学院で学ばなければ今の回復はなく，先生方や共に学
ぶ仲間の存在，討論した日々のすべてが私にとってのリハビリテーションであったと言っても過
言ではない． 
季節が変わると緑や黄色と色鮮やかに姿を変える大学正門の銀杏並木，その黄色いじゅうた
んを踏みしめてここまでの年月を思い出す時，学問に生かされ，未熟ながら本稿を綴り終えたこ
とに深く感謝したい． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
